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居住環境をめぐる地域的共通利益の法的位置づけ
岩橋浩文
序論
1．問題の経緯
中高層建築物の建築に伴う近隣住民の生活上の利益に関する問題は、一般に都市計画法や建築基準
法には反していないため、従来は開発指導要綱等に基づく行政指導及び制裁等により、その大部分は
解消されていた。
しかし、行政指導については、行政手続法（平成６年１０月１日施行）により、その内容が「あくま
でも相手方の任意の協力によってのみ実現されるものであること」（32条１項）と規定されたため、
事業者を法的に拘束できず、任意のものとして実施されることが明確にきれた。
さらに、制裁等については、改正地方自治法（平成１２年４月１日施行）により、「普通地方公共団
体は、義務を課し、又は権利を制限するには、法令に特別の定めがある場合を除くほか、条例によら
なければならない｡」（14条２項）と規定されたため、要綱では実施できなくなった。
これまで、行政指導及び制裁等が頻繁に用いられてきた背景には、建築に伴う近隣住民の生活上の
利益は、一般公益に吸収解消され、個別に保障されるものとは考えられていなかったため、柔軟な対
応が必要とされたことがある。また、これらに基づいて伝統的に行政法理論では、許認可申請におけ
る「行政庁と申請者」の二面関係に焦点をあて、第三者としての近隣住民の生活上の利益を軽視して
きたことがある。
すなわち、近隣住民の生活上の利祐については、法律によって適切な規制が行われ、近隣住民が主
張するまでもなく保たれるはず、との前提が存在していたわけである。
しかし、居住環境を建築物の敷地や用途の面で規制している建築基準法が、1990年代以降、相次ぐ
規制緩和により、特に容積率（建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合、同法52条）の側面で過小
規制と言える状態になっている。すなわち、同法は、最低限の基準を定めた法律（１条）であるにも
かかわらず、例えば、総合設計制度（59条の２）における審査基準を定型化し、許可を経ずに建築確
認の手続だけで容積率が５割増しまで迅速に認められることを制度化したり（52条８項)、一定規模
の地下室や、共同住宅の共用廊下又は階段に供する部分の床面積を、容積率の算定から除外してよい
ことを規定したりしている（52条６項)。これらの規定は、建築計画がその基準値にさえ適合してい
れば、たとえ問題を引き起こしそうな計画でも当該法令上は適法な行為として大規模な建築が行われ
てしまうことを助長している。
しかも、こうした居住環境のあり方を決めている都市計画の決定を争う抗告訴訟では、高円寺青写
真判決（最大判昭和41年２月23日）Ⅲ、盛岡用途地域指定判決（最判昭和57年４月22日）２)、及び地
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区計画判決（最判平成６年４月22日）３１にみられるように、最高裁において決定行為の処分性が否定
され続けているため、近隣住民がその適否を争うことができない。
2．最近の問題傾向と地域的共通利益の重要性
最近では、こうした状況を好機として、事業者は、マンション等の建築により収益を上げるため、
がけ地や、狭い道路沿いの敷地又は閑静な低層住宅地においても、建築計画の法的可能性を最大限ま
で追求している。
このため、建築物が中高層化・大型化する傾向にあり、居住環境が面的・空間的に損なわれる事例
が全国の政令指定都市や首都圏において増えている。
例えば、政令指定都市における事例として、まず、福岡市では、平成１７年６月市議会（一般質問）
において、建築基準法等には抵触しないが、低層住宅地に７階建て40戸のマンションを建てる、城南
区田島１丁目での建築計画に、近隣住民が危機感を募らせていることが取り上げられている4)。この
地区では、道路の通行可能な幅員が３ｍ程度しかないことから、毎日40台を超える車の出入りが通学
児童に危険であり、はしご付き消防自動車が入れないため、火災等の緊急時に人命に危険が生じる恐
れが大きいことが指摘されている。
次に、広島市西区高須２丁目西地区では、平成１１年に７階建てのマンションが計画されたため、戦
前からの閑静な居住環境を守るために住民主導で都市計画法に基づく地区計画（12条の５）を策定し、
建築計画を中止に追い込んでいる。
ところが、この地区の周囲では、地区計画等の制限がなされていないため、道路の通行可能な幅員
が３ｍ程度であるにもかかわらず、こうした道路に敷地まで長さ数十ｍの取付道路を接続し、丘の上
やがけ地を造成して７階から10階建てのマンションが何棟も建てられている。これらのマンションの
近辺では、軽自動車でも離合できないのに交通量が著しく増加し、さらに、戸建て住宅の敷地間の高
低差が著しく、敷地間の移動も困難であるため、戸建て住宅に居住している住民への救急・消防活動
が十分に行われなくなる恐れが大きく、地区の防災上・安全上、非常に危険な状態に陥っている。
さらに、首都圏における事例として、東京都国立市の「大学通り」（都道146号線）では、高さ20ｍ
程度の銀杏並木からなる街並み景観のなかに、低層住宅地の近傍の区画が売却されたことを奇貨とし
て、そこに高層マンション（14階建て、高さ44ｍ）が計画された。これに対して市は、街並み景観を
守るため、都市計画法に基づく地区計画（１２条の５）を都市計画決定している。さらに、この計画内
容を担保するため、臨時市議会を召集し、建築基準法68条の２第１項に基づく建築条例を制定するな
ど、総力をあげて対応している。この事案では、約70年間にわたって住民が保持してきた街並み景観
の阻害が問題視され、行政訴訟及び民事訴訟において争われている。
このように、最近頻発している地区（複数の街区）の防災、安全又は景観等を阻害する問題は、そ
の悪影響が周辺の居住環境に面的・空間的に波及し、近隣住民が生活する上でのリスクを増大させて
いる。こうして、従来は、民法上の相隣関係における私人間の問題であったものが、最近では地区住
民全員の問題になっている。
こうした状況に対し、自治体には、第１次地方分権改革における改正地方自治法（平成12年４月１
日施行）により、「住民の福祉を図ることを基本として、地域における行政を総合的に実施する役割」
（１条の２第１項）を果すことが新たに課せられている。そこで、これを法的な基盤として、各地区
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の居住環境を保全形成していくために、自治事務のみならず法定受託事務についても条例の制定が認
められたことを踏まえて、条例を活用して対応していくことが必要不可欠になっている。
他方、住民は、一般にマンション等の建築計画に直面し、初めて規制の不備を具体的に知ることに
なるので、自分たちの地区において建築可能な用途や規模等を確認し、さらに、住民参加の手続を活
用して土地利用計画や景観・建築規制を地区の状況に応じたものにしておく必要がある。
したがって、建築基準法等において過小規制と言える状態がみられるなかで、本来、法的に保護さ
れるべき、防災、安全又は景観等に関わる生活上の利益（以下「生活利益」という。）が放置され、
損なわれている問題に対処するためには、行政庁と申請者の二面関係、あるいは事業者と近隣住民間
の私的な利害の対立関係としての把握にとどまらず、事業者、近隣住民及び自治体等の三者間におけ
る行政法上の関係（以下「三面的な行政法関係」という。）として把握することが前提となる。そし
て、地区（複数の街区）の範囲において、建築協定や地区計画などの上乗せ規制等により、一般公益
から識別することが可能になる当該区域固有の生活利益（以下「地域的共通利益」という。図１参
照｡）の存在を認め、実体法的な利益として法律や条例に基づく住民の参加手続に反映させていくこ
とにより、安全で良好な居住環境を確保することが重要である。
図１地域的共通利益の概念図
注）図中のアルファベットは、以下の利益を示す。
Ａ＝一般公益
Ｂ＝個人的利益
Ｃ＝地域的共通利益
3．本稿の課題と構成
本稿では、最近都市部において、地区の防災、安全又は景観等を阻害する問題が頻発しているため、
住民の立場から「安全で良好な居住環境を確保するために必要不可欠な法的利益として、地域的共通
利益をどのように捉えるのか」という問を中心的な課題とする。
そうすると、地域的共通利益を法的利益として捉えるためには、平成16年に景観法が制定され、そ
の後、最高裁判所が平成18年３月30日判決（国立マンション民事訴訟）５）において景観利益の存在を
初めて認めたことや、ここ数年、地方分権の効果を活かしている神奈川県横須賀市において、開発・
建築行為を地区のレベルで受け入れるための制限が独自に条例化されていることから、これらを地域
的共通利益と関連づけて検討することが必要である。
そこで本稿では、上記の住民の立場からの課題について、学説、裁判例及び横須賀市の条例を素材
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として、次の順序で論究を進める。まず、第１章においては、地域的共通利益に関し、行政法学的な
視点から研究している学説の展開と主要な見解について検討する。次に、第２章においては、都市計
画、建築又は景観等を争点とした主要な裁判例において、地域的共通利益、及び、個々人の個別的利
益（以下「個人的利益」という｡）がどのように判断・認定されているのか、を検討する。さらに、
第３章においては、条例を活用して地域的共通利益の保護を図っている代表例として、横須賀市の条
例を取り上げ、地域的共通利益としてどのような利益を保護することが意図されているのか、を検討
する。
こうして以上の検討から、安全で良好な居住環境を確保するために、地域的共通利益の内容、性質
及び程度等について把握し、地域的共通利益が法的にどのような利益として位置づけられるのか、を
見出すことにしたい。
１．学説における地域的共通利益の理論的位置づけ
本章では、最近都市部において、地区の防災、安全又は景観等を阻害する問題が頻発しているため、
住民の立場から「安全で良好な居住環境を確保するために必要不可欠な法的利益として、地域的共通
利益をどのように捉えるのか」という本稿の課題を論究するにあたり、まず、地域的共通利益に関す
る学説の展開と主要な見解について検討する。
1.1．地域的共通利益に関わる学説の展開
昭和40年代には、都市に関する行政法学的な研究については、田中二郎博士をはじめとして「土地
法」としての捉え方が主流であったが、個別の規制法と事業法制をそれぞれ分解して説明するにとど
まっていた６１。このため、土地所有権を中心とする財産権の規制だけが法的な意味での関心事となり、
財産権を規制することの可否や是非を中心とした議論が展開されてきた。そして、生活上の利益は、
権利義務に関わるものと、事実上の悪影響にとどまるものとに分けられ、後者は法的なものとされな
いことによって法的コントロールとは無関係に扱われ、悪影響のかなりの部分は放置されてきた。
こうした状況において、都市計画法や建築基準法だけでは居住環境面の問題に対処できなかったた
め、土地に対する面的な規制から、「空間」を対象とした規制の必要性が、行政法学においても意識
されてきた。
例えば、昭和45年には「生活空間形成行政」という概念が成田頼明．南博方．園部逸夫編の行政法
の教科書に登場しているし71、昭和51年には塩野宏教授が「国土開発」を著され、国士を環境などの
要素も含めて、土地に限定しない空間的なものとして捉えはじめている８１。
ただし、この時期のものは、国士や環境というマクロなしベルに焦点が当てられており、地区レベ
ルの居住環境としての把握や、具体的な対応策は十分ではなかった。
居住環境を「空間」として法的に捉える場合、行政法学では、第三者としての近隣住民を含めた行
政法上の関係、すなわち、三面的な行政法関係として現れる。行政法学の課題の一つは、このように
行政庁と申請者だけでなく、生活利益のように、多数の利害関係者が関与する行政法関係における諸
問題に対応することにある。
そこで、居住環境のような地区レベルの空間を対象とした行政法学的な研究は、昭和62年に五十嵐
敬喜教授により「都市法』が著されてから本格的に進められてきた。五十嵐教授は、都市を律する近
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代的な法は、土地所有権を前提とする建築の自由を全国一律に法律によって規制するものであり、こ
れに対して現代的な法は、指導要綱・環境権・建築協定等という語によって特徴づけられるように、
建築の不自由を前提としつつ、住民同意によってこれを解除していくもので、地域法としての`性質を
もつとする。そして、住民の自主J性をどのように条例に取り入れるかなど、分権化の重要さを強調し
ながら、その場に即した具体的・実体的な価値が法的に保障されるべきことを提唱している，)。しか
も、こうした考え方は、神奈川県真鶴町の「真鶴町まちづくり条例」（平成５年６月16日条例第６号）
において、土地利用規制規準（９条）及び美の原則（１０条）として具体化されている。
また、平成３年に、磯部力教授は、従来の行政法理論の概念枠組では十分に捉えきれない指導要綱
や建築協定などを包括的．体系的に説明するために、既存の行政法理論のあり方自体を問い直そうと
している,｡)。すなわち、生活環境の基本３要素（安全・便利・快適）の調和を包括的に挙げ、都市部
の自治体には都市環境管理人としての役割があることを提唱する。ただし、生活環境の構成要素の総
合的把握や管理等の説明は、考え方の提示の段階にとどまり、法律上どのように構成され、どのよう
な個別手段がそれらに対応するのか見えない段階である。
このように、磯部教授と五十嵐教授は、自治体の役割を重視する点で共通している。
つづいて、平成５年には、原田純孝ほか編『現代の都市法』が著されている。本書では、「現段階
の都市をめぐる多様な法現象を土地法現象のレベルにのみ収敞させて分析．把握することは、場合に
よっては、視野を狭臨化させ、解決すべき問題や課題を部分化させてしまうおそれも生じさせ
る｡」11）とする。そして、こうした問題関心に即して、現代の都市法を、「都市環境をも含めた都市空
間の形成（維持・保全と開発・整備・創造の両者を含む）とその利用を公共的に実現．コントロール
するための一連の制度的システムの総体」'２１として定義している。
このように本書では、生活環境だけでなく、都市空間全体をコントロールすることが意図されてい
る。
そして、これらを踏まえて見上崇洋教授は、平成18年に著された『地域空間をめぐる住民の利益と
法」において、「都市法の分野では、土地利用＝土地財産権に焦点が当たることにより、確立された
権利が財産権に収散する形をとった。地域地区の設定目標とか生活上の利益とかは、このような理解
の下では、具体的な規制局面には関わらない理念であり、またそれに関わる利益は反射的利益とされ
たのである｡」131と述べている。このため、いわゆる環境諸利益、「ここではいわゆる『生活の質』に
関わる利益が、適切に保護対象とされていないのではないか」Ｍ１と指摘する。さらに、こうした都市
空間をめぐる諸問題を解決するためには、「個別主体の個人的権利に分解することのみに依拠して法
的論理を組み立てるこれまでの思考方法に限界」'５１があるため、「個々の権利．利益に分解して捉え
ることのできない諸利益を、『共通利益』として法的に捕捉することが重要」１６)であることを提唱す
る。つまり、個人的権利に分解することに依拠して法的論理を組み立てるこれまでの思考方法では問
題に対処できないことから、一般公益と個人的権利の問に、共通利益という新たな利益を認知するこ
とによって問題の解決を図ろうとしている。
また、平成14年に、亘理格教授は、行政事件訴訟法の改正問題が論議されるなかで、取消訴訟の原
告適格について、「必ずしも生命・健康等のように個々人の個別的権利利益として保護されるべき利
益に該当するのでもなく、また、一般公益に吸収解消されるのでもない独自性を有する利益とは何か
が問題となる｡」171として、「大気汚染の防止や環境保護を目的とした行政法規から多数の住民が享受
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する諸利益を、『共同利益」ないし『集団的利益』という第３の利益類型として把握すべき」'8)とす
る。具体的には、図２のように、行政法で保護された利益を２層から捉え、Ｉの部分には、「民事法
においても同様の保護を受ける生命・身体、人格権、受忍限度を超えた侵害から保護される利益等
(利益Ｉ）」19)があり、Ⅱの部分には、「生命・身体に直接及ばない程度の生活利益、危険施設からの
安全性確保の利益、鉄道利用者や公道利用者の利益、住環境・自然環境や街並み・眺望等のアメニ
テイに関わる諸利益（利益Ⅱ)」20)を位置づけている。そして、利益Ⅱについては、「…･絶対的な保
護を受けられる利益ではなく、むしろ他の公的又は私的な諸利益あるいは共同利益との調整を経て制
限される利益」2'）とする。
図２「共同利益」ないし「集団的利益」論の概念図
注）図中のローマ数字は、以下の利益を示す。
Ｉ＝個人的利益
Ⅱ＝共同利益・集団的利益
このように、利益を２層に分けて捉えている点は、見上教授には見られなかったことであり、地域
的共通利益を法的に位置づける上で参考になるが、原告適格を認めることを目的としている点で筆者
とは異なる。
1.2．地域的共通利益に関わる主要な見解
本稿では、上記の各見解のうち、見上教授の「共通利益」論を中心に検討する。見上教授は、共通
利益について、主に検討しているのは、「空間に関わる共通利益性があるとして、それを中心に据え
て、それに対する法的規制の在り方と各アクターの関与の手法および地域的な利益水準の設定、とい
う課題についての問題状況の検討であり、現時点での整理にすぎない」ので、「法治主義論および規
制手法論に関わる議論に入ることはできない｡」22)としている。また、「このような共通利益を想定す
ることとほぼ問題意識を同じくすると考えられる（上記、亘理教授の）見解もあり23)、これに対して
その法構造がなおも示されていないという指摘もなされている別)。（見上教授は､）この点についての
解析が必要である｡」25)とし、共通利益に対する最終的な答えは持ち合わせていないことを明らかに
している。
それでも、共通利益の制度面に関する整理として、次の２点について述べている。
見上教授は、第１に、都市計画法における用途地域や高度地区等の地域地区（８条）は、「当該地
域の諸利益を確認しているようにみえるものの、不徹底であり、また、法規制として、それのみで問
題解決に至るには不十分」26)とする。このうち、用途地域については、例えば、第１種低層住居専用
地域は「低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため定める地域とする」（９条）と定められて
いるが、この規制の示し方では、規制される対象物とそれに係る規制内容を列挙しているにすぎない
ので、その地域において守られるべき利益の具体的内容を読み取ることができないという。そして、
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用途地域の設定時には「低層住宅に係る良好な住居の環境を保護する」（９条）ことが考慮されて範
囲が決められ、時間の経過とともに開発や建築が行われることにより、そのような居住環境が形成さ
れていくことが予定されているが、開発や建築が行われる過程では、空間における利益の内容は確認
される仕組みにはなっていないことを指摘する。
ただし例外的に、用途地域については、法令と行政処分の中間行為にあたり、これに基づいて建築
確認等の処分が行われる法構造をもつことや幻)、「時間の進行に伴って形成された実体的な地域の状
況が、事実上のみならず、規範的な意味を持つに至ったとみてよい場合」配)には、共通利益の認定が
容易になるとする。
この点について筆者は、①用途地域は市街地を概括的に１２種類に区分しているに過ぎない抽象的な
規定であり、②盛岡用途地域指定判決（最判昭和57年４月22日）”)において、用途地域の指定は直接
特定の個人に向けられた具体的な行政処分にあたらない中間行為として処分`性が否定されており、し
かも、③特定行政庁による例外許可により規制が緩和される仕組みが制度化されていることなどから、
用途地域に伴う利益は一般公益に吸収解消され、それだけで具体的な利益を識別することはできない
と考えている。
つまり、用途地域については、区域指定はなされるものの、当該区域における対物的な上乗せ規制
等には当たらない一般的な規制と解される。
そうすると、上乗せ規制等として、都市計画法には「それぞれの区域の特性にふさわしい態様を備
えた良好な環境の各街区を整備し、開発し、及び保全するための計画」（12条の５）として、地区計
画の制度がある。さらに、建築基準法においても「住宅地としての環境を改善するために、「一定の
区域を定め、その区域内における建築物の敷地、位置、構造、用途、形態、意匠又は建築設備に関す
る基準についての協定を締結することができる」（69条）として、建築協定の制度がある。
したがって、筆者は、共通利益としての性質を識別するためには、地区計画や建築協定などを活用
することが必要になると考えている。
なお、見上教授は、地域地区のうち、地区計画については、利害関係者も保護されているものとし
ている。
第２に、見上教授は、都市計画法の開発許可について、開発許可の目的・理念と都市計画法29条や
33条を単純に公益規定と割り切ってしまうことには少しばかり疑問があるとする。つまり、「開発許
可による不利益が問題になるのは、通常、それほど広い範囲のことではなく、隣接地を中心とした範
囲である｡」30)ことから、「そのような不利益は、考慮可能であり、それは本来できるだけ読み込んだ
形で行うべきものでもある｡」３Ｄと指摘する。
そうすると、開発許可の基準は、都市計画法33条１項に設計の要件として、表ｌのとおり１１項目が
定められている。
これらの規定のうち、見上教授は、②、③、④、⑦、⑧、⑩は、安全・生命の維持及び公害の回避
といった価値に関わるものでαグループとし、①、②、⑤、⑥、⑨は、良好な居住環境に関わるもの
でβグループとし、⑪は利便性に関わるものでγグループに分けている。
そして、αグループについは、それ自体が具体的でかつ個人に関わる不利益につながり、最高裁平
成９年１月28日判決（以下「がけ崩れ最判」という｡）認)と同様の解釈操作によって、原告適格を根
拠づけるとみてよいとする33)。
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表１開発許可の基準と利益の性質
また、βグループについては、「住民たる個々人の目からみて主張可能ではあるが、共通空間にお
いて共同で保全されるべき水準が当該制度ごとに設定されるべきところを含む｡」鋤)ので、「この水準
で確保される利益は、その一定空間の広がりに関係する住民集団に共通に関わるものであり、そのう
ちの一個人にとっても生活の基盤に関わる利益でもある｡」弱）とする。ただし、βグループの利益は、
がけ崩れ最判と同様の解釈では必ずしもカバーされない内容であり、用途地域や開発許可などの制度
の介在を通じて、その質・水準の保障がされることになるものとする。さらに、⑤については、「こ
ういった行政手法を採用した理由（計画規制の本質論）などによりその範囲で原告適格を根拠づける
と考えてよいのではなかろうか｡」”とする。
これらの点について筆者は、まず、αグループのうち、③、⑦、⑧については個人的利益として認
められるが、これ以外については内容を精査する必要があると考えている。すなわち、上記②のうち、
道路・公園等については、構造上・配置上の差異は生じにくいので一般公益としして扱われ、④の給
水を受ける利益については、渇水が予測されるような地区の場合に限られ、⑩の緩衝帯については、
健康への被害に至るような用途や規模の場合に限られる、と考えている。
次に、筆者は、βグループのうち、①の用途地域については、１．２．において述べたとおり、一般
公益に吸収解消され、⑤の地区計画については、地区整備計画又は建築条例が定められているような
場合には、上乗せ規制等により当該区域固有の生活利益が保護されることが意図されているので、地
域的共通利益としての'性質を識別することが可能になると考えている。
このように本章では、主要な見解について検討した結果、まず、用途地域に伴う利益については、
用途地域は市街地を概括的に１２種類に区分したものに過ぎず、盛岡用途地域指定最高裁判決において
用途地域の指定行為の処分`性が否定されており、特定行政庁による例外許可により規制が緩和される
仕組みが制度化されていることなどから、用途地域に伴う利益は一般公益に吸収解消されてしまい、
番号 都市計画法33条１項（各号）の内容 グループ
① 予定建築物の用途が用途地域に適合していること（１号） β
② 道路・公園・消防水利等の櫛造・能力・配置が、環境保全・災害防止・通行の安全上、適切なこと（２号） ａ
● β
③ 周辺も含めて溢水等の被害がL'三じないこと（３号） ａ
④ 給水施設が需要に支障を来たさないこと（４号） ａ
⑤ 地区計画の内容に即していること（５号） β
⑥ 公共施設及び予定建築物の用途の配分が環境保全上及び区域内の利便上、適切なこと(６号） β
⑦ 軟弱地盤・がけ崩れ等のおそれのある土地は、地盤改良・擁壁等安全上の措置がなされていること（７号） ａ
⑧ 開発区域内に災害危険区域・地すべり防止区域・急傾斜地崩壊危険区域が含まれていないこと（８号） ａ
⑨ 植物の生育保存のため、樹木の保存・表土の保全を行うこと（９号） β
⑩ 騒音・振動等環境悪化の防｣上上必要な緑地帯等の緩衝帯を設けること（１０号） ａ
⑪ 輸送便等からみて支障のないこと（１１号） γ
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それだけで具体的な利益を識別することはできなかった。
次に、開発許可の技術的基準からは、少なくとも開発区域の隣接地に居住している住民の場合には、
がけ崩れ最判と同様の解釈をすることにより、「溢水や地すぺり等による危難にさらされない利益」
が個人的利益として捉えられた。
さらに、地区計画制度からは、地区整備計画又は建築条例が定められている場合には、その内容に
即して当該区域固有の生活利益が保護されることが意図されていることから、複数の制限による効果
を合わせることにより、「良好な居住環境を保つ利益」が地域的共通利益として捉えられた。
このように主要な見解では用途地域と開発許可の基準を中心に論じられていたので、次章では、裁
判所によって地域的共通利益がどのように判断され、認定されているのか、を検討することにしたい。
２．裁判例における地域的共通利益の判断・認定
本章では、最近都市部において、地区の防災、安全又は景観等を阻害する問題が頻発しているため、
住民の立場から「安全で良好な居住環境を確保するために必要不可欠な法的利益として、地域的共通
利益をどのように捉えるのか」という本稿の課題を論究するために、地域的共通利益、及び個人的利
益が、都市計画、建築又は景観等を争点とした主要な裁判例において、どのように判断・認定されて
いるのか、を検討する。
2.1．景観利益
ここでは、東京都国立市の「大学通り」の街並み景観の阻害が争われた、いわゆる国立マンション
訴訟を素材として、裁判所による景観利益の判断・認定状況について検討する。
２．１．１．国立マンション行政訴訟
東京都国立市では、地区住民が暗黙のルールに従って景観を守ってきた「大学通り」（都道146号
線）沿いに、1999年に高層マンション（１４階建て・高さ44ｍ）の建築計画が明らかになった。
これに対し、住民と市は、地区計画の決定及び建築条例の制定で対抗した。
しかし、建築条例が施行される時点で、事業主は建築確認済証の交付を受けて「根切り工事．山留
め工事」といわれる作業を開始していたため、これが建築基準法３条２項に該当して旧基準のままで
建築できるかどうか、が争点の一つとなった。
行政訴訟（建築物除却命令等請求）の１審である東京地裁平成13年12月４日判決3ｍは、上記の工
事は建築基準法３条２項には該当しないと判断した上で、「本件建築条例及び建築基準法68条の２は、
大学通りという特定の景観の維持を図るという公益目的を実現するとともに、本件建築条例によって
直接規制を受ける対象者である高さ制限地区地権者の、前記のような内容の大学通りという特定の景
観を享受する利益については、個々人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨を含むものと
解すべきである｡」として、「法律上保護された利益」として景観利益を承認した381。
この判決は、区域指定型の規制において、互換的な利害関係調)の考え方を取り入れて、法律上保
護された利益を認めたものとして重要な意義をもつと考えられる。
控訴審である東京高裁平成１４年６月７日判決ｲ０１は、本件訴訟を棄却した。これは、１審では建築
基準法３条２項にいう「現に建築の工事中の建築物」には当たらないため本件建物は違法と判断した
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上で、違法部分に対する是正命令権限を行使しないことによって原告らが被害を受けると主張する日
照、景観、環境の利益が同法によって法律上保護された利益に該当するか、について検討が行われた
が、控訴審では「根切り工事・山留め工事」の開始により「現に建築の工事中の建築物」に当たると
判断したため、景観や環境の利益については何ら述べられていない。
そこで、次に民事訴訟について検討する。
２１．２．国立マンション民事訴訟
民事訴訟（建築物撤去等請求）の１審である東京地裁平成１４年１２月１８日判決４１)は、長年にわたり
景観を守るために努力してきた地権者に対し、景観の維持を相互に求める利益として、景観利益を認
める判断をした。
すなわち、１審判決は、ある特定の地域や区画において、建築物の高さや色調、デザイン等に一定
の基準を設け、相互に遵守した結果として独特の街並みが形成され、社会的にも認知されて土地に付
加価値を生み出している場合、抽象的な環境権や景観権といったものが直ちに法律上の権利として認
められないとしても、地権者らは「土地所有権から派生するものとして、形成された良好な景観を自
ら維持する義務を負うとともにその維持を相互に求める利益（景観利益）を有するに至ったと解すべ
きであり、この景観利益は法的保護に値」するとした。そして、被告が本件建物を建築したことは、
原告らの景観利益を受忍限度を超えて侵害するものであり、不法行為に当たるとして、景観利益を侵
害する高さ20ｍを超える部分の撤去を命じた。
しかし、控訴審である東京高裁平成16年１０月27日判決⑫)は、「限度を超える景観被害は認められな
い」として、１審判決を取り消し、住民側の請求を棄却した。この判決では、「景観は行政施策によ
り保護されるべきで、個々の住民が具体的な権利・利益として景観を享受する地位を持つとは言えな
い」とし、個人的利益を認めなかった。さらに、景観形成のあり方について、「行政が主体となり整
備されるべきで、住民はその過程で積極的な参画が期待されている」と指摘し、「景観に対する個人
としての権利・利益を承認すれば、かえって良好な景観形成を妨げる心配がある」と判示した。この
ように、控訴審判決は、景観に対する個人的利益を否定しているものの、地域的共通利益の存在を否
定しているわけではない、と考えられる。
これに対し、最高裁平成18年３月30日判決43)は、「良好な景観に近接する地域内に居住し、その恵
沢を日常的に享受している者は、良好な景観が有する客観的な価値の侵害に対して密接な利害関係を
有するものというべきであり、これらの者が有する良好な景観の恵沢を享受する利益（｢景観利益｣）
は、法律上保護に値するものと解するのが相当である｡」と判示し、最高裁として景観利益を初めて
認めた。
しかしながら、「景観利益を超えて『景観権』という権利性を有するものを認めることはできな
い｡」としたうえで、「･…ある行為が景観利益に対する違法な侵害に当たるといえるためには、少な
くとも、その侵害行為が刑罰法規や行政法規の規制に違反するものであったり、公序良俗違反や権利
の濫用に該当するものであるなど、侵害行為の態様や程度の面において社会的に容認された行為とし
ての相当性を欠くことが求められると解するのが相当である｡」とした。
このことは、住民の日照利益が、昭和51年に建築基準法において「日影による中高層建築物の高さ
の制限」（56条の２）として規定されたことと同じ意味を持つと考えられる。つまり、景観利益の侵
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害については、それが行政法規に違反する場合、日照利益の場合と同様に、行政事件訴訟において近
隣住民に原告適格が認められることが導かれる。
このように最高裁では、「良好な景観の恵沢を享受する利益」は、法律上の保護に値するものであ
り、行政法規や条例等により保護されるべきことを強調している。
なお、景観利益については、上乗せ規制等により当該区域固有の生活利益として保護されている場
合には、一般公益から識別可能になるため、地域的共通利益としての'性質を併せもつことが考えられ
る。
2.2．良好な居住環境を保つ利益
ここでは、良好な居住環境を保つ利益として、日照・通風等を受ける利益、建築物の用途の面で居
住環境を阻害されない利益、及びその他の利益について検討する。
２．２．１．日照・通風等を受ける利益
日照については、建築基準法56条の２に規定する日影規制による中高層建築物の高さ制限（昭和５１
年法律第83号）及び同法56条１項３号に規定する北側斜線制限（昭和45年法律第109号）等の具体的
な規定から、近隣者の個人的利益として保護する趣旨を含むと解することに異論は見当たらない。
従前から裁判例の多くは、日照と、採光、通風、安全及び衛生を特に区分することなく、居住環境
面の利益として個別的に保護する趣旨を含むとして近隣住民の原告適格を肯定している。
他方、日照以外の利益について個別的保護の対象にならないとした裁判例は、ごく少数にとどまっ
ている判。
ただし、例えば、静岡地裁昭和53年１０月31日判決幅)及び神戸地裁昭和61年７月９日判決461は、受
忍限度論を採用して原告適格を肯定している。
これに対し、横浜地裁昭和63年11月１６日判決471は、「生活利益の侵害があっても、その侵害につい
て法律上の保護を求め得るには、おのずから限界があり、些細な侵害についてまですべて保護を求め
て取消訴訟を提起しうるものではない｣、「しかし、その基準を私法上の権利間の調整、権利行使の限
界を設定する場合の受忍限度に求めることは相当ではない｣、「結局、侵害された又は侵害される生活
利益の性質、程度、周囲の客観的状況等を総合的に判断して、それが法律上利益侵害というに値する
か否かによって決すぺきもの」としている。そして、この事案では、冬至日において午前11時頃まで
日照が妨げられることが推察されるため、生活上の利益の侵害といえないほどに些細なものというこ
とはできないとして、原告適格を認めている。
これらの点について筆者は、この事案の建築確認済証は、日影規制が施行された数年後に交付され
ているものの、本件の所在地である横浜市では建築基準法56条の２第１項の委任による条例を制定し
ておらず、市の指導要綱により事実上の日影規制をしていたことから、原告適格を認めた理由につい
ても賛同できる。さらに、日照以外の利益については、どこまで個別的保護の趣旨を含むと解し得る
かについて、手がかりとなる規定の有無や、予測される侵害の態様、被侵害利益の`性質等をもとに検
討する余地があると考えている。
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２．２．２．用途の面で居住環境を阻害されない利益
建築物の用途規制を根拠として、東京地裁昭和48年11月６日判決姐)は、原告適格を肯定した。本
件は、原告らが建築基準法49条１項本文（昭和45年法律第109号による改正前のもの｡）により住居地
域内において建築が禁止されている同法別表第２（い）項六号の「待合、キャバレー、舞踏場その他
これに類するもの」に本件建物（ボーリング場）が含まれるので、本件建築確認処分は違法であり、
また、ボーリング場による騒音、交通事故の危険、排気ガスの被害、風俗環境の悪化及び犯罪地域化
等を侵害利益として主張した事案である。
原告らは、ボーリング場の敷地と約2.7ｍの幅員の道路をはさんで接し、ボーリング場の西壁と原
告らが居住している建物の東壁までは約１０ｍの位置関係にある。
この事案について判決は、「都市計画法に基づいて定められた各用途地域内における建築物の用途
規制に関する建築基準法の規定は、主として、都市計画の観点から建築秩序の維持という公共の利益
の見地に出たものであることは否定し得ないが、他面、これを住居地域についてみるならば、同時に、
無秩序な建築により住民の安全にして快適な居住環境が破壊されることのないよう一定の建築物の建
築を制限することが公共の利益のために必要であるとの考慮から、その建築により居住環境上悪影響
を受けるおそれのある附近住民を居住環境の破壊から守ろうとする意図をも有するものであることも
否定し得ないのであって、適切な建築規制の運用によって保護されるべき附近住民の生活上の利益は、
単なる事実上の反射利益というにとどまらず、法によって保護される利益と解するのが相当である｡」
として原告適格を肯定した。
ただし、この判決については、住居地域内における建築物の用途規制の制度が、都市計画の観点か
らの建築秩序の維持という考慮と同時に、良好な居住環境の保護という考慮から設けられたものであ
るとしても、はたして最高裁昭和57年９月９日判決（長沼ナイキ基地訴訟）が判示するように、公益
と並んで個人的利益として捉え、かかる利益を主張することができる地位を法律上付与しているもの
と解することができるのか、という批判もある。
次の事例として、名古屋地裁平成９年７月25日判決49)は、愛知県愛知郡長久手町に対してした大
小のホール等を備えた本件建物の建築確認処分について、隣接地を所有し、居住している原告が、本
件建物は、建築基準法（平成４年法律82号による改正前のもの｡）４８条３項により住居地域において
建築が禁止されている劇場又は観覧場に該当するため、本件建築確認処分は違法であるとしてその取
消しを求めて訴えを提起し、原告適格が認められた事案である。
つまり、建築基準法48条３項は、「住居地域内においては、別表２（は）項Iこかがける建築物は建
築してはならない。ただし、特定行政庁が住居の環境を害するおそれがないと認め、又は公益上やむ
を得ないと認めて許可した場合においてはこの限りでない｡」と規定する。住居地域は、主として住
居の環境を保護するため定める地域（旧都市計画法９条３項）とされている。そのため、住居地域内
においては、一定の建築物の建築を禁止しているが、この制限の趣旨が端的にいって公益保護のみに
あるのか、それにとどまらず、近隣住民の個人的利益をも保護する趣旨を含むのか、が争点になる。
この点について判決は、①建築基準法１条の趣旨をはじめ、②特定行政庁が許可する場合には、具
体的な建築物の`性格、そこに集まる人の数や流れ等の個別具体的な事情を考慮することになるから、
建築基準法48条３項は個別具体的な住居の環境の保護を考えているといえること、③特定行政庁が許
可をする場合には、あらかじめその許可に利害関係を有する者の出頭を求めて公開による聴聞を行わ
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なければならない（同条９項）が、当該建築物の建設予定地の周辺に居住する者は、利害関係を有す
る者に含まれると解されることをあげ、「……旧建築基準法48条３項は、右のような公益を保護する
趣旨にとどまるものではなく、同項の建築制限によって、当該建築物の建築予定地の周辺に居住する
住民がうける住居の環境が保護されるという個別的具体的な利益をも保護する趣旨であると解するこ
とが相当である｡」と判示し、原告適格を認めている。
ただし、本件建築確認処分では、建築物の用途の判断について疑問が残る。すなわち、本件建物は、
大小のホールを備え、プロの音楽公演が可能な施設であるにもかかわらず、集会場として処分がなさ
れている。
しかし、本件建物の大ホールは、利用形式に応じて約580席から約800席あり、クラシック音楽系の
催事と演劇系の催事の両方を満たすオペラハウス並みの音響として設計されている。さらに、小ホー
ルには300席の固定席があり、演劇、舞踊、又はピアノ等のコンサートに対応するホールとして設計
されている。
したがって、本来ならば住居地域において原則として禁止されている用途である劇場又は観覧場に
相当するため、違法な処分として判断すべきである。
他方、原告適格が否定された事例として、最高裁昭和60年11月１４日判決50'は、昭和51年に藤沢市
がした市民センターの建築許可申請に対し、特定行政庁である同市長が建築基準法48条１項ただし書
の例外許可処分をしたことについて、当該許可に係る建築物の敷地の隣接居住者は当該許可の取消し
を求める原告適格を有しないとした事案である。
本件では、建築場所は第１種住居専用地域であり、建築基準法48条１項本文、同法別表第２（い）
の９、同法施行令130条の４によれば、同地域には公益上必要な建築物であっても、地方公共団体の
支庁あるいは児童厚生施設、その他これに類するもので延べ面積が600㎡以内の規模しか原則として
建築を認められない。そこで、藤沢市長は、同法48条１項ただし書の適用を求めて本件市民センター
(延べ面積1475㎡）の許可申請をし、特定行政庁である同市長はこの許可申請が上記のただし書にい
う「低層住宅に係る良好な住居の環境を害するおそれがない」とし、「公益上やむを得ない」と認め、
許可処分をした。
これに対し、本件建築場所の隣接地を所有し、居住している原告らは、本件許可処分は建築基準法
48条１項ただし書の適用を誤ってなした違法な処分であるとして、その取消しの訴えを提起した。
１審判決は原告適格が無いとして訴えを却下し、２審判決は控訴棄却、最高裁も原告適格を否定し
ている。
ただし、最高裁の判断は、「上告人が原告適格を有しないとした原審の判断は結論において正当と
して是認することができる」としているので、結論は原審と同じであっても、その理由は必ずしも原
審と同じではないと解される511。
このように、建築物の用途規制については、その目的が都市活動の機能性や利便`性の増進を図るこ
とにあることや、処分要件である「良好な環境を害するおそれがないと認め」られること、又は「公
益上やむを得ない」等の文言、審査基準の具体性の程度、又は被侵害利益の性質等から、許可により
緩和されやすい傾向にある。
したがって、建築物の用途の規制に伴う利益については、裁判において、居住環境が阻害されるか
否かという観点から判断されているため、個人的利益として人的に着目するよりも、当該区域におけ
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る地域的な利益として把握すべきである。
２．２．３．その他の利益
風害、電波障害、プライバシーの侵害、排気ガスによる健康被害、騒音による安眠妨害及び不動産
の資産価値の低下等については、建築基準法が定めている建築確認の際の審査対象法令（施行令９
条）ではなく、建築確認処分の根拠法令上もこのような利益を個別的に保護する趣旨は見出し難いと
されている。
例えば、高松高裁平成１０年４月28日判決521は、公衆浴場による騒音、排気ガスを事実上のものと
している。さらに、風致地区における近隣住民の静寂、景観、がけ崩れ、風致の利益を反射的利益と
した事例として、横浜地裁昭和59年１月30日判決劃や、神戸地裁平成12年１月25日判決別)がある。
これらの悪影響は、事実上のものとして、争訟レベルで捕捉すべきものとは考えられてこなかった。
しかし、これらの利益のうち、少なくとも風致地区に伴う利益については、原告適格は認められな
かったものの、住民の居住環境を保持する上で極めて重要な利益であり、地区指定を受けていること
からも地域的共通利益が認められるべきである。
なお、電波障害については、建築確認の審査対象法令とされておらず、地区指定のようにその利益
を確認するシステムが整備されていない。しかし、今後は、因果関係が個別具体的に把握できるため、
条例によりその利益が保護されている場合には、地域的共通利益として捉えられるべきである。
2.3．安全な居住環境を保つ利益
ここでは、安全な居住環境を保つ利益として、延焼等による被害を受けない利益、及びがけ崩れ等
による被害を受けない利益について検討する。
２．３．１．延焼等による被害を受けない利益
延焼による被害を受けない利益、火災等の災害時の避難を阻害されない利益、又は建築物の損壊に
より生命・財産の侵害を受けない利益については、接道義務（43条）や、防火地域における建築物の
構造制限（61条）等の規定を手がかりに、近隣住民の個人的利益を保護する趣旨を含むと解する裁判
例が多くある弱)。
例えば、水戸地裁昭和61年１０月30日判決56)は、「(建築基準法43）条は、建築物の敷地につき一定
の距離以上の接道義務を課すことによって、当該建築物及びその敷地の利用につき、防火上、避難上、
安全上支障なきを期し、もって安全良好な居住環境を確保しようとする公益保護を本来の趣旨とする
ものであると解されるが、加えて道路に一定の距離以上接しない敷地に建物が建築されることによっ
て近隣居住者が火災等の災害時に不測の危難にさらされることのないよう、その生活上の利益をも保
護しようとする趣旨を含むものと解される｡」と判示し、建築基準法43条を根拠に原告適格を認めて
いる。
また、京都地裁平成７年１１月24日判決57)は、建築の際に２ｍの接道義務を充たしていないとして、
非居住者たる隣接土地建物所有者が提起した建築確認の取消訴訟について、原告適格を次のように認
めている。すなわち、「特に接道義務を定めた法43条は、公益を保護するほか、近隣者が火災等の災
害時に不測の危難にさらされることのないよう、その生活上の利益をも保護している規定である｡」
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とし、同条に反する建築により「火災等の災害時に不測の危難にさらされるおそれのある近隣者は、
個人の法律上の利益を侵害されるおそれのある者」として原告適格を有するとした。本件では、道路
から建物までの通路部分の距離が約30ｍあり、その間の幅も２ｍに満たないため、消火活動への支障
が推認されることから、近隣者の生命及び財産に危難が及ぶと判断している。
さらに、神戸地裁昭和61年７月９日判決58)、岐阜地裁平成５年９月６日判決591、及び東京高裁平成
11年８月２日決定60)は、接道義務違反による延焼の危険を理由として、いずれも原告適格を認めて
いる。
他方、近接建築において「延焼のおそれのある部分」（建築基準法２条６号）を超える範囲に位置
する隣人の火災延焼を認めなかった事例として、岡山地裁平成１１年８月３日判決61)がある。加えて、
東京地裁平成１１年９月22日判決皿)は、マンションの接道義務違反に対し、延焼のおそれのある部分
を超える隣人の日照、採光、通風、災害の危険を認めていない。
これらの判断は、建築基準法において「延焼のおそれのある部分」が、建築物相互の外壁間の中心
線から、２階以上にあっては５ｍ以下の距離にある建築物の部分をいう、と定義されていることを根
拠にしたものと考えられる。
２．３．２．がけ崩れ等による被害を受けない利益
がけ崩れによる被害を受けない利益について、最高裁平成９年１月28日判決（がけ崩れ最判Ｗ)は、
都市計画法（平成４年法律第82号による改正前のもの｡）２９条に基づいて川崎市長が平成４年にした
開発許可が違法であるとして、当該許可に係る開発区域に近接する地区に居住する住民の原告適格を
認めている。
本件では、開発区域が、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に定める急傾斜地崩壊危険
区域（３条１項）に指定されている谷の片側の斜面（高さ20ｍ・傾斜50度）にあり、６階建ての共同
住宅を建築する目的で、斜面の一部を掘削して整地し、擁壁を設置する計画である。上告人らは、こ
の谷の斜面の上方又は下方（谷底）の本件開発区域に近接した土地に居住している。
そして、開発許可の基準は、都市計画法33条１項に列挙されており、このうち同項７号は、「地盤
の沈下、崖崩れ、出水その他による災害を防止するため、開発区域内の土地について、地盤の改良、
擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜられるように設計が定められていること｡」
を規定している。
そこで、最高裁は、「･…..(都市計画）法33条１項７号は、開発許可に際し、がけ崩れ等を防止する
ためにがけ面、擁壁等に施すべき措置について具体的かつ詳細に審査すべきこととしているものと解
される。以上のような同号の趣旨・目的、同号が開発許可を通して保護しようとしている利益の内
容・`性質等にかんがみれば、同号は、がけ崩れ等のおそれのない良好な都市環境の保持・形成を図ろ
とともに、がけ崩れ等による被害が直接的に及ぶことが想定される開発区域内外の一定範囲の地域の
住民の生命、身体の安全等を、個々人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨を含むものと
解すべきである｡」と判示している。
この最高裁判決で読み込まれた利益は、①都市計画法33条１項７号の規定の解釈と、②重大な利益
である生命・身体である。
①については、規定をどこまで広げていくかが課題となり、②については、生命・身体への危険の
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おそれにとどまらず、建築基準法が目的とするように、財産も対象になるのかが問題となる。
そうすると、財産については、本件開発許可の取消しを求める法律上の利益は、「上告人の生命、
身体の安全等という一身専属的なものであり、相続の対象になるものではない」と判示しているので、
認められないことになる。
この点について筆者は、都市計画法33条１項７号は、開発区域内外の一定範囲に居住している住民
の生命、身体の安全等を保護するために、そこでの生活の必要不可欠な居宅（建物）についても保護
しているものと考えている。したがって、少なくとも居宅を所有している財産権者にも原告適格を認
めるぺきである。
このように本章では、主要な裁判例について検討した結果、まず、「景観利益」については、地区
指定等の規制により個人的利益として承認されていた。次に、良好な居住環境の側面については、
｢日照・通風等を受ける利益」や、「建築物の用途の面で居住環境を阻害されない利益」が個人的利益
として認定されていた。
さらに、安全な居住環境の側面については、「延焼やがけ崩れによる被害を受けない利益」や、「居
宅等の財産を保全する利益」が個人的利益として認定されていた。
このように裁判例では、原告らによって主張されている利益が、生命、身体、財産又は日照という
本来個別性のある重大な法益である場合には、当該処分の根拠及び要件を定めた法令の規定に立ち戻
り、その中に法律上保護された利益としての趣旨を読み込んでいる図)。このことについては、裁判と
いうものの性格上、厳格に「法律上の利益」（行政事件訴訟法９条）の有無を判断するものであるこ
とから、保護の対象となる利益の範囲が狭すぎることが従来から指摘されてきた。
したがって、生活利益を保護するためには、地域的共通利益の存在を認め、法的利益に高めていく
ことが必要である。このため、本来個別性のない利益については、人的に着目するだけではなく、制
度的に当該区域に設定された法的利益として一般公益から識別することが必要不可欠になる。
そうすると、特に「景観利益」及び「建築物の用途の面で居住環境を阻害されない利益」について
は、上乗せ規制等により当該区域固有の生活利益として保護されている場合には、地域的共通利益と
して捉えられることになる。
そこで次章では、条例による上乗せ規制等をしている代表例として、横須賀市の条例を取り上げて
検討を進めることにしたい。
３．条例による地域的共通利益の保護
本章では、最近都市部において、地区の防災、安全又は景観等を阻害する問題が頻発しているため、
住民の立場から「安全で良好な居住環境を確保するために必要不可欠な法的利益として、地域的共通
利益をどのように捉えるのか」という本稿の課題を論究するために、条例を活用して地域的共通利益
の保護を図っている代表例として、横須賀市の条例に焦点をあてて検討する。
3.1．横須賀市における条例化の取り組み
横須賀市では、平成12年４月１日に地方分権一括法が施行されたことに伴い、開発・建築行為等に
よる紛争を未然に防止し、安全で良好な居住環境を保全するため、適切な土地利用を目的とした条例
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を制定するなど、地方分権の効果を活かした取り組みを行っている。
とりわけ、都市計画法に基づく開発許可の基準（33条１項）を強化・詳細化するため、「特定建築
等行為に係る基準及び手続き並びに紛争の調整に関する条例」（平成14年１０月１日条例第41号。以下
｢特定建築等行為条例」という。）を、自主条例として定めている。
そして、この条例の制定後、土地利用の調整に関連する条例の体系化を進めるために、特定建築等
行為条例のうち、都市計画法の開発許可に関する規定（Ａ）と、それ以外の土地利用等に関する規定
(Ｂ）を、それぞれ個別の条例として別に制定している侭'。つまり、（Ａ）の規定は、「開発許可等の
基準及び手続きに関する条例」（平成17年３月31日条例第49号）として、（Ｂ）の規定は、「適正な土
地利用の調整に関する条例」（平成17年３月31日条例第50号）として制定している。
以下に、これらの条例を素材として検討を進める。
3.2．開発許可の基準を強化・詳細化する条例による地域的共通利益の保護
横須賀市では、上記（Ａ）の「開発許可等の基準及び手続きに関する条例」により、次の５項目に
ついて技術的基準を強化している。すなわち、①開発区域内に設置すぺき公園の比率（７条)、②ご
み集積所の設置を要する住戸数（８条)、③開発区域内に確保する集会所の用地の基準（９条)、④学
校等の公益的施設の用地確保を要する開発行為の規模（10条)、⑤開発区域内に設置する道路の構造
(１１条)、について技術的基準を強化している。
こうした制限の強化規定は、都市計画法が開発許可の基準について、その地方の自然的条件の特殊
性などを勘案し、「政令で定める基準に従い、条例で、当該技術的細目において定められた制限を強
化し、又は緩和することができる」（33条３項）と規定し、制限の強化を条例に委任していることを
活用したものである。この規定は、2000年の改正法（平成12年５月１９日法律第73号）により追加され
た分権推進的な規定である。
また、本条例では、都市計画法33条１項各号に列挙されている開発許可の基準の詳細化も図ってい
る（４～６条)。これらの規定は、法律の委任は受けていないものの、法律を執行するための条例と
しての性格を備えている。具体的には、⑥消防水利の整備（条例４条／法33条１項２号の詳細化)、
⑦下水道及び河川の整備（条例５条／法33条１項３号の詳細化)、⑧上水道施設の整備（条例６条／
法33条１項４号の詳細化)、について技術的基準を詳しく定めている。
このうち、居住環境をめぐる利益として、消防水利の整備の規定が重視される。その理由は、例え
ば、道路幅員が狭い地区や密集市街地では、「江戸の火事」といわれるように延焼しやすいが、一定
距離以内に消火栓や防火水槽等の消防水利を整備し、壁面後退の距離を規定したり、防火構造とした
りする規定を定めることにより、延焼による危難にさらされない利益を保護することが可能になる。
上記の制限項目のうち、①から⑤については、法律の委任を受けたものであり、強化することが予
定されている。他方、⑥から⑧については、直接法律の委任は無いものの、地方分権の視点から詳細
化したものとして捉えられる。
このように本条例では、開発許可に伴う公園、ごみ集積所の設置及び消防水利の整備に関する技術
的基準を強化することにより、その規定の範囲内において「安全で良好な居住環境を保つ利益」を保
護しているものと考えられる。そして、これらの利益は、一般公益から識別可能な当該区域固有の生
活利益であることから、地域的共通利益として捉えられる。
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なお、消防水利に伴う利益については、がけ崩れ最判と同様の解釈をすることにより、少なくとも
隣接地に居住している住民の場合には、個人的利益としても捉えられることになる。
3.3．土地利用の基準を創設する条例による地域的共通利益の保護
次に、横須賀市では、開発許可における法令の強化・詳細化だけでは居住環境をめぐる諸問題に十
分対応できないため、上記（Ｂ）の「適正な土地利用の調整に関する条例」を自主的に定めている。
この背景には、ここ数年、住居系の市街地において、住宅地の周辺で分譲墓地の造成が計画された
り、深夜営業を行うショッピングセンターが建設されたり、低層住宅地内において高層マンションの
建設に伴うトラブルが生じたりしていることがある661。
これらの立法事実をもとにして、横須賀市では、土地利用や建築に伴う問題を包括的に解消するた
め、平成17年に「横須賀市土地利用基本条例」（平成17年３月31日条例第47号）を制定し、その下に、
上記（Ａ）や（Ｂ）の条例、及び特定建築等行為条例を位置づけている。
これにより、士地利用．建築行為の手続は、土地利用基本条例に基づく手続を終了した後に、土地
利用の基準を創設している（Ｂ）の条例に基づく土地利用行為の承認と、利益調整手続を定めた特定
建築等行為条例に基づく特定建築等行為の承認、という個別の手続に進むことになる。そして、最終
的に開発許可や建築確認など法律に基づく許認可等の手続を経て、当該行為に着手できることにな
る67)。
そこで筆者は、上記の利益調整手続については既に論じているので田)、ここでは、（Ｂ）の条例に
より創設されている「土地利用調整基準」に焦点をあてて検討する。
土地利用調整基準は、土地利用行為を拘束する「遵守基準」と、行政指導の基準とされる「指導基
準」に分けられている。
このうち、遵守基準における、特定用途建築物等の制限（８条)、及びがけ地建築物の建築に係る
措置等（１１条）の規定に特徴があり、地域的共通利益を法的に把握するのに役立ちそうなので、以下
に検討する。
また、指導基準ではあるものの、「地区計画等の活用等」（23条）の規定も注目に値するので、検討
に加えることとする。
３．３．１．特定用途建築物等に対する措置と地域的共通利益
横須賀市の「適正な土地利用の調整に関する条例」では、特定用途建築物等に対する措置として、
住居系の用途地域や住宅が比較的多く立地する準工業地域において、一定の良好な居住環境を確保す
るための基準を設けている。すなわち、本条例では、「住居系用途地域及び準工業地域内において、
特定用途建築物又は工場等の建築を行う土地利用行為者は、次に掲げる措置を講じなければならな
い｡」（８条）と規定する。
この規定の対象施設は、①ホテル・旅館・カラオケボックス.ぱちんこ屋・ゲームセンター等、②
売場面積が1000㎡を超え、かつ、営業時間が午後11時以降に及ぶ物販店、③工場・倉庫・作業所・危
険物貯蔵又は処理のための施設等で当該用途に供する床面積の合計が1000㎡を超えるものである（条
例２条３号、特定建築等行為条例３条４号)。
そして、本条にいう「措置」として、「規則で定める基準に従い、周辺環境に配慮した緩衝緑地等
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を設けること」（８条１項)、及び「次に掲げる設備等を設置しないこと」（８条２項）を規定する。
具体的には、緩衝緑地等の設置については、樹高１．８ｍ以上かつ幅０８ｍ以上の常緑樹の生垣の設置
又は１０㎡当たり高木１本以上、中木２本以上及び低木３本以上の常緑樹の植栽が示されている（施行
規則６条１項)。この措置は、土地利用行為を行う土地の外周部分に行い、視線や騒音等を遮断する
ことを目的としている。
ただし、周囲の状況により緑地の確保が困難な場合には、高さ１．８ｍ以上の塀に代えることができ
るとされている（施行規則６条２項)。
筆者が平成20年１月13日にIこ工場のケースについて現地調査をした結果、規定されているとおりの
緑化だけでは視線や騒音を十分に遮断することはできないものの、こうした規定が定められる以前に
つくられた隣接地と比較すると、景観的な効果は十分に得られていた。
また、「次に掲げる設備等を設置しないこと」については、８条２項において、①広告物（施行規
則で定めるもの)、②ネオン照明設備、③点滅照明設備及び動光設備、④サーチライト、レーザー等
強い光を発し、かつ広域的な照射機能を有する照明設備、が列挙されている。
さらに、広告物については、施行規則７条において、表示面に蛍光色を使用したもので表示面積が
５㎡を超えるものを対象としている。
これらの制限のうち、まず、①、②については、ホテルや旅館であってもラブホテルに類似する施
設や、大規模物販店で深夜まで営業する量販店等が建築されると、蛍光色を使用した華美で大規模な
広告物の掲出やネオン照明設備が設置される可能性が高いため、これらの設備の設置を制限すること
を目的としている。
ただし、第１種住居地域内の一般国道・県道の両側30ｍ以内にある区域、第２種住居地域又は準工
業地域については、屋外広告物条例上、ネオン照明等の設置が可能な区域であることから、周辺の居
住環境に配慮して設置する場合には、本基準を適用しないこととされている（条例８条２項ただし書
き)。
次に、上記③、④の制限については、光の明滅が繰り返されることにより、特に周辺の居住環境に
影響を及ぼすおそれがあることから、屋外広告物条例では設置できる場合でも制限している。
このように、本条例では、特定用途建築物等の建築に対し、住居系の用途地域及び準工業地域にお
ける居住環境を保全するために、緩衝緑地等の設置及び光害の防止を個別具体的な技術的基準により
行為者に義務づけている。しかも、手続法的にも市長の承認（46条）がないと事業者は行為に着手で
きず（47条)、勧告（52条)、命令（53条）及び罰則（両罰）規定により担保されている（62条)。
したがって、これらの規定は、緩衝緑地等の設置と光害対策を義務づけることにより、「産業活動
から保護される利益」を保護することを意図している。そして、この利益は、一般公益から識別可能
な当該区域固有の生活利益であることから、地域的共通利益として捉えられる。
３．３．２．がけ地建築物の建築に係る措置等と地域的共通利益
次に、横須賀市の「適正な土地利用の調整に関する条例」では、がけ地建築物の建築に係る措置等
について、「がけ地建築物の建築を行う土地利用行為者は、次に掲げる措置を講じなければならな
い｡」（11条）と規定し、がけ地建築物の工事現場等の危害の防止を図るための措置を定めている。具
体的には、①工事現場の周囲の仮囲い、②根切り工事及び山留め工事等を行う場合の危害の防止、③
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落下物に対する防護、建築物の建て方に係る倒壊防止、④工事用資材の集積に係る位置等の安全対策、
⑤歩行者の安全確保その他当該建築工事に応じて必要と認められるもの、を義務づけている（１１条1
項)。
これらの措置を義務づけた背景には、横須賀市では、急傾斜地崩壊危険区域が392地区（2006年３
月現在）もあり、がけ崩れ最判で争われた高さ20ｍ・傾斜50度程度のがけ地が市域の８割を占めてい
る立法事実がある。
上記の規定は、建築基準法90条の３が工事中の安全上の措置を講ずる対象建築物を、一定の用途の
建築物（同法別表第１（い）欄（１）項、（２）項及び（４）項に掲げるもの）に限定しているのに
対し、用途にかかわらずがけ地建築物を制限の対象とし、かつ、同法の規定を横出し・詳細化したも
のといえる。
また、上記①から⑥の措置を講ずるため、「建築士に当該がけ地建築物の設計及び工事監理を行わ
せるものとする」（施行規則10条１項）と規定する。この規定は、規則への包括的な委任規定（61条）
に基づくものである。その趣旨は、建築士法が、一定の用途・構造・規模の建築物について、「･…
建築士でなければ、その設計又は工事監理をしてはならない」（３条～３条の３）と規定しているの
に対し、市域の大半ががけ地であり、がけ地を利用した建築物は災害時に生命及び財産に多大な影響
を及ぼす恐れが大きいことから、その規模や用途にかかわらず建築士に設計及び工事監理を行わせる
ことにある。
しかも、その具体的内容は、市長が別に定めるとされており（施行規則１０条２項)、建築士法でい
う設計及び工事監理とは異なる内容を定めることが予定されている。
このような措置のうち、特に上記②の「根切り工事及び山留め工事等を行う場合の危害の防止」の
措置は、近隣住民が工事現場に近寄らなくても、その生命、身体及び財産等を危難にさらす恐れがあ
るため重要である。
この措置の内容については、市長が定める設計及び工事監理の具体的内容として、「建築工事等に
おいて根切り工事を行う場合、山留め壁を設けなければなら」ず、「木製矢板、鋼矢板、親くい横矢
板、既成コンクリート矢板等の工法とし、現場の状況により土庄、水圧、積載荷重及び周辺の状況か
ら判断される安全な工法を取らなければならない」と定められている。そして、選択した工法に関し
ては、「根入れ深さその他主要な部分は、土庄に対して安全であることが確かめられる最低の耐力以
上の耐力を有する構造としなければならない」とされている。
また、市長が定める設計及び工事監理の具体的内容の中には、工事中の安全対策の他に、がけ地建
築物の建築計画上の措置についても定められている。例えば、「基礎は、岩盤・固結した砂・士丹
盤・密実な礫層等長期に生ずる力に対する地盤の許容応力度が１㎡につき300kＮ（キロニユートン的)）
／㎡以上の地盤に定着する｡」こととされている。これらの土質は、建築基準法施行令93条に示されて
いる１０種類の地盤のうち、地盤の許容応力度が高い４種類にあたる。
さらに、建築基準法は、「･…政令で定める基準に従った構造計算によって確かめられる安全性を
有すること」（20条２号）を求めているが、所定の構造計算に適合すれば、どの地盤でも建築可能と
している。
これに対し、市長が定める建築計画上の措置では、確実に地盤に支持させるため、支持地盤の種類
を上記４種類に限定している。
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しかも、支持地盤の種類及び許容応力度を調べる地盤調査については、地盤調査資料がない場合、
条例で、「がけ地建築物の建築を行う土地利用行為者は、当該建築物の構造耐力及び工事中の安全確
保に必要な地盤の数値を得るため、規則で定める地盤調査のうち当該建築に必要な調査を行わなけれ
ばならない｡」（１１条２項）と規定する。この規定を受けて、施行規則において、「がけ地建築物の建
築に係る根切り工事において、２ｍを超える掘削をする場合は、前項の地盤調査に基づき作成する報
告書に、当該工事に係る安全を確保するための滑りその他地盤の崩落に関する考察を記載しなければ
ならない｡」（施行規則11条２項）と規定する。
これらの規定の意義は、建築基準法施行令93条では地盤調査を行うことを原則としながら、地盤の
許容応力度をその種類に応じて同条の数値によることを、ただし書きにより認めているため、この効
力を取消すことにある。これにより基礎は、確実に支持地盤に定着することになる。
また、手続法的に重要なのは、２ｍを超える掘削をする場合、地盤調査報告書に安全を確保するた
めの「滑り」その他地盤の「崩落」に関する考察の記載が求められていることである。この地盤調査
報告書は、条例44条２項に規定する土地利用行為承認申請書の添付図書とされていることから、地盤
調査報告書がない限り士地利用行為は承認されないので、行為に着手できないことになる。
もう一つ、建築計画上の措置として重要な規定がある。それは、「建築物が周囲の地盤と接する高
低差が１０ｍを超えるものは、建築基準法77条の56に規定する指定を受けた者（指定性能評価機関）が
作成した当該建築物に係る構造方法又建築材料の性能に関する評定を受けなければならない｡」とい
う規定である。
この規定の意義は、上記の指定'性能評価機関（建築基準法77条の56）が第三者として構造方法につ
いて'性能評価を行うため、通常の設計における建築工学的な検討だけでなく、地盤の滑り、転倒、崩
落又は地下水等について、地盤工学的な見地からも客観的な評価が行われ、がけ地での安全`性が一層
保たれる点にあると考えられる。
これらの規定は、がけ地建築物の建築計画上の措置及び工事中の措置を詳細に定め、手続法的にも
担保していることから、「がけ地建築から安全である利益」を保護することを意図しているといえる。
そして、この利益は、横須賀市において、がけ地を有する区域固有の生活利益となることから、地域
的共通利益として捉えられる。
また、工事現場の危害防止の措置のうち、②根切り工事及び山留め工事等を行う場合の危害の防止、
③落下物に対する防護、建築物の建て方作業に係る倒壊防止、④工事用資材の集積に係る位置等の安
全対策、支持地盤の種類の限定、地盤調査報告書への滑りや崩落についての考察の記載、指定性能評
価機関による性能評価等に伴う利益については、がけ崩れ最判と同様の解釈をすることにより、少な
くとも隣接地に居住している住民の場合には、個人的利益としても捉えられることになる。
３．３．３．地区計画等の活用と地域的共通利益
横須賀市の「適正な土地利用の調整に関する条例」では、土地利用行為者が建築物を伴う開発事業
を行う場合、「･…既に地区計画等が定められ、又は建築協定若しくは緑地協定が締結されている地
区の隣接地区において開発事業を行うときは、当該地区計画等、建築協定及び緑地協定と調和のとれ
たものとするよう努めるものとする」（23条）と規定する。
この規定は、当該開発事業の区域の隣接地区において既に地区計画が定められ、又は建築協定や緑
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地協定が締結されている場合には、土地利用行為者は既にある計画や協定と調和の取れたものとする
よう努めなければならないことを定めている。
この規定の意義は、単なる努力規定にとどまらず、隣接地区における地区計画等の制限の内容が、
土地利用行為者が努力すべき具体的な基準として準用され、配慮すべき内容とされる点にある。つま
り、行政法関係を許認可申請における「行政庁と申請者」の二面関係として捉える場合には、隣接区
域における規制内容は審査の対象外である。しかし、三面的な行政法関係の視点からは、居住環境を
めぐる生活利益を近隣住民全員に関わる地域的な利益として捉えることにより、配慮を求めることが
可能になる点にある。
このように本章では、横須賀市の条例について検討した結果、まず、開発許可に伴う公園の規模
(６％)、ごみ集積所の設置義務（20戸以上）及び消防水利の整備（消火栓・防火水槽）に関する技術
的基準を強化することにより、これらの面で「安全で良好な居住環境を保つ利益」を保護することが
意図されていた。次に、産業活動が周辺に及ぼす影響に対し、緩衝緑地等の設置と光害対策を義務づ
けることにより「産業活動から保護される利益」を保護することが意図されていた。さらに、がけ地
建築に対し、地盤調査、建築計画上の措置及び工事中の措置等を義務づけることにより「がけ地建築
から安全である利益」を保護することが意図されていた。これらの利益は、横須賀市において一般公
益から識別可能な当該区域固有の生活利益であることから、地域的共通利益として捉えられた。
また、これらの利益のうち、消防水利の整備、建築計画上の措置、及び工事中の措置等に伴う利益
については、がけ崩れ最判と同様の解釈をすることにより、少なくとも開発区域の隣接地に居住して
いる住民の場合には、個人的利益としても捉えられた。
結論
1．把握された地域的共通利益と個人的利益
これまで本稿では、最近都市部において、地区の防災、安全又は景観等を阻害する問題が頻発して
いるため、住民の立場から「安全で良好な居住環境を確保するために必要不可欠な法的利益として、
地域的共通利益をどのように捉えるのか」という問を中心的な課題として検討してきた。
その結果、第１章においては、主要な見解について検討したところ、まず、開発許可の技術的基準
からは、少なくとも開発区域の隣接地に居住している住民の場合には、がけ崩れ最判と同様の解釈を
することにより、「溢水や地すべり等による危難にさらされない利益」が個人的利益として捉えられ
た。次に、地区計画制度からは、地区整備計画又は建築条例が定められている場合には、その内容に
即して地区内の居住環境が保全形成され、これに伴って当該区域固有の生活利益が保護されることが
意図されていることから、複数の制限による効果を合わせることにより、「良好な居住環境を保つ利
益」が地域的共通利益として捉えられた。
つづいて、第２章においては、主要な裁判例について検討した結果、まず、「景観利益」及び「建
築物の用途の面で居住環境を阻害されない利益」については、地区指定等の規制により個人的利益と
して承認されていたが、上乗せ規制等により当該区域固有の生活利益として保護されている場合には、
一般公益から識別可能になるため、地域的共通利益としても捉えられた。次に、「日照・通風等を受
ける利益｣、「延焼やがけ崩れによる被害を受けない利益」及び「居宅等の財産を保全する利益」が個
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人的利益として認定されていた。
さらに、第３章においては、横須賀市の条例について検討した結果、まず、開発許可の基準及び手
続きに関する条例では、開発許可に伴う公園の規模、ごみ集積所の設置及び消防水利の整備に関する
技術的基準を強化することに伴い、「安全で良好な居住環境を保つ利益」を保護することが意図され
ていた。次に、適正な土地利用の調整に関する条例では、緩衝緑地等の設置及び光害対策を義務づけ
ることにより「産業活動から保護される利益」を保護することが意図されていた。さらに、この条例
及び市長が別途定める規則では、がけ地における地盤調査、建築計画上の措置、及び工事中の措置を
義務づけることにより「がけ地建築から安全である利益」を保護することが意図きれていた。そして、
これらの利益は、横須賀市において一般公益から識別可能な当該区域固有の生活利益であることから、
地域的共通利益として捉えられた。
また、これらの利益のうち、消防水利の整備、建築計画上の措置、及び工事中の措置等に伴う利益
については、がけ崩れ最判と同様の解釈をすることにより、少なくとも隣接地に居住している住民の
場合には、個人的利益としても把握された。
なお、産業活動から保護される利益については、従来、事実上の利益として扱われてきたものが、
自主条例を制定することによって識別可能な利益として捉えられた。
2．地域的共通利益の法的位置づけと課題
このように本稿では、地域的共通利益として、地区整備計画又は建築条例の制限に伴い「良好な居
住環境を保つ利益｣、開発許可に伴い「安全で良好な居住環境を保つ利益｣、上乗せ規制等に伴う「景
観利益」及び「建築物の用途の面で居住環境を阻害されない利益｣、条例の制限に伴い「産業活動か
ら保護される利益」及び「がけ地建築から安全である利益」が一般公益から識別された。
これらの利益は、序論の図ｌにおいて、Ｃに該当する。
また、これらの利益のうち、「がけ地建築から安全である利益｣、「景観利益」及び「開発許可にお
ける消防水利の整備に伴う利益」については、少なくとも隣接地に居住している住民の場合には、図
ｌのＢにも該当する。
このように、地域的共通利益は、個人的利益と重複する性質をもつ場合もある。ただし、多くの場
合、地域的共通利益だけでは取梢訴訟の原告適格を認めるまでには至らないレベルの法的利益として
捉えられた。
以上から、本稿では、主として住民の生活利益が十分に保護されていないため、法解釈上の理念と
して、地域的共通利益の概念を掲げ、学説、裁判例及び実定法を素材として検討してきた。そして、
地域的共通利益を実体法的な利益として捉え、利害調整手続や合意形成手続に反映させていくことの
意義について述べた。ただし、各手続における効果の側面及び立法政策上の指導理念としての効果の
側面についての論証は、今後の課題として残されている。
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